
お問い合せ先

⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援プログラムの⽬標達成に向けて取り組むひとり親家庭の皆さんを応援！

ひとり親家庭住宅⽀援資金貸付のご案内
神⼾市では、就労を通じた⾃⽴に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親家庭の⽅々に対し、住居の借り上げに

必要な資金について、償還免除付きの無利子貸付を実施します。※給付金ではありません。

ポイント

貸付額 入居している住宅の家賃実費（月額上限４万円）

貸付期間 上限12か月
利⼦ 無利⼦
返還免除 就労に向けて意欲的に取り組み、１年以内に安定的な就労につながった

場合は、１年間の就労継続後に、償還を一括して免除

対象者

【貸付に関すること】
神⼾市ひとり親家庭住宅⽀援資金貸付窓⼝
℡：050-5444-8411（月火木金 9：00〜17：00）
Eメール：kobe-hitorioyashien@os.tempstaff.jp

※本事業は、パーソルテンプスタッフ株式会社への委託事業です。

【⺟⼦⽗⼦⾃⽴⽀援プログラム策定について】
神⼾市ひとり親家庭⽀援センター
℡：078-341-4532（月〜金 9：00〜17：00）
就業相談は、神⼾市ひとり親家庭⽀援センターや
各区役所・⽀所等で行っています。詳細は、右記
ホームページをご覧の上、相談予約をお願いします。

対象要件

□ 神⼾市内に居住している（住⺠登録をしている）⽅

□ 児童扶養手当の⽀給を受けている⽅又は、所得が児童扶養手当⽀給水準の世帯

□
神⼾市で⺟子⽗子⾃⽴⽀援プログラムの策定を受けて、⾃⽴に向けて意欲的に取り組んでいる⽅
※⺟子・⽗子⾃⽴⽀援プログラムは、就業相談（対⾯による相談）の中で就業相談員が、本⼈の⽣
活状況、就業への意欲、資格取得への取組等についてお聞きし、策定する個別の⽀援メューのこと。

□ ⽣活保護を受給していない⽅

□ 【ひとり親家庭⾃⽴⽀援教育訓練給付金・高等職業訓練促進給付金を受給中の場合のみ】
残りの修業年限が１年以下である⽅

次の全ての要件を満たすひとり親家庭が対象です。

貸付内容

貸付額 使途

月額４万円以内 入居している住宅の家賃の実費（管理費、共益費含む）

・駐車場代、光熱水費、入居・更新時の費用（敷金、礼金、更新料等）等は含みません。
・持ち家の場合は、貸付の対象外です。
・他の⽀援制度（住居確保給付金、ひとり親世帯家賃補助制度）をご利用の場合は、家賃から他の⽀援
制度による⽀給額を除いた額が、貸付上限額となります。
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申請期限 ⺟子⽗子⾃⽴⽀援プログラム策定をした⽇から半年以内

免除の条件

利用の流れ
貸付を希望される⽅は、⺟子・⽗子⾃⽴⽀援プログラム策定⽇から６か月以内に、申請書類⼀式を神⼾市
ひとり親家庭住宅⽀援資金窓⼝に提出してください。
※申請書類は、事前予約の上、ご持参いただいておりますので、ご了承ください。

貸付決定時 免除の条件

就業していない 貸付決定⽇から１年以内に就職し、１年間引き続き就業を継続したとき

就業している
プログラム策定時より高い所得が見込まれる転職等をし、１年間引き続き就業を
継続したとき

借受⼈が次のいずれかに該当する場合は、返還の免除の申請を行うことができます。

利⼦

就業相談予約

ひとり親家庭⽀援
センターで就業相
談の予約をしてく

ださい。

プログラム

策定

就業相談で相談員
にプログラムの策
定をお申し込みく

ださい。

貸付事前相談

ひとり親家庭住宅
⽀援資金貸付窓⼝
へ事前相談をして

ください。

貸付申請

ひとり親家庭住宅
⽀援資金貸付窓⼝
へ貸付申請書類を
提出してください。

貸付決定

審査の上、貸付の
可否を決定し、通

知します。

貸付金の
交付

⼝座振込にて
貸付金を交付
します。

無利⼦
※返還期⽇を過ぎた場合は、年３％の割合で計算した延滞金が加算されます。

原則連帯保証人１名が必要です。
・連帯保証⼈は、貸付を受けた⽅と連帯して債務（延滞金を含む）を負担していただきます。
・原則として、貸付を受けた⽅とは別居・別⽣計で、住⺠税の所得割が課税されているなど、安定した
収入がある⽅を連帯保証⼈としてください。

・申請者が未成年の場合は、法定代理⼈（親権者又は後見⼈）を連帯保証⼈とします。

連帯保証人

資金の交付
交付⽇ 交付内容 報告締切⽇ 報告する月

５月末⽇ ４〜６月分 ４月７⽇ １・２・３月分

７月末⽇ ７〜９月分 7月７⽇ ４・５・６月分

10月末⽇ 10〜12月分 10月７⽇ ７・８・９月分

１月末⽇ １〜３月分 １月７⽇ 10・11・12月分

貸付金の交付については、原則⼝座振替で行います。
初回申請の際は、借用書を受領後、約１か月以内の⽀払いを予定しています。
継続交付は、下記のとおり⽀払いを予定していますが、継続交付のためには、報告締切⽇までに、
求職活動報告書又は給与明細書の提出、家賃を⽀払っていることが分かる書類を提出していただく
必要があります。

※交付⽇が土⽇祝⽇の場合は、翌営業⽇の振込となります。
※報告締切⽇が土⽇祝⽇の場合は、提出先に、直前の営業⽇必着でお願いします。

貸付期間

状況 期間

現在住宅を賃借している⽅ 申請月の家賃相当額から12か月

新たに住宅を賃借する⽅ 賃貸借契約の初期費用の家賃の翌月の家賃相当額から12か月
※貸付中に就職が決まった場合でも、上限（12ヶ月）の範囲内で貸付が可能です。


